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Ⅰ 計画策定に当たって

１ 計画策定の趣旨

栃木県教育委員会では、平成16年３月に「県立高等学校再編計画（平成17年度～

平成26年度）」（以下「第一期再編計画」という。）を策定し、時代の要請や生徒の

多様な学習ニーズに沿った、魅力と活力ある県立高校づくりを進めてきました。

しかし、グローバル化や、人口減少、少子高齢化の進展など、高校教育を取り巻

く社会環境は急速に変化し続けています。とりわけ、平成30年度以降に見込まれて

いる中学校卒業者数の急激な減少は、学校の小規模化を招き、学校の活力の低下や

生徒のニーズに応じた多様な選択肢の確保を困難にするなど、教育の質の低下に繋

がることが懸念されます。このため、県立高校における教育の質の維持・向上を図

るとともに、生徒一人一人が、将来、社会的に自立し、主体的に社会に参画し生き

ていける力を培える教育環境を確保する必要があります。

そこで、魅力と活力ある県立高校づくりをより一層推進するため、「第二期県立高

等学校再編計画（案）」（以下「本計画」という。）を策定しました。

２ 計画の期間

平成30年度から平成34年度までの５年間を計画期間とします。

３ 計画の性格

本計画は、本県教育行政の基本方向を示す「栃木県教育振興基本計画2020－教育

ビジョンとちぎ―」（平成28年度～平成32年度）における基本施策を推進していくに

当たり、その基盤となる教育環境を整備するための部門計画に位置付けられます。

本計画の策定に当たっては、10年先までの中学校卒業者数の見込みや、社会変化

の予測、国における教育改革の動向などを見据え、中長期的な視点に立つとともに、

県政の基本方針を示す栃木県重点戦略「とちぎ元気発信プラン」（平成28年度～平成

32年度）との関連性や、「第一期再編計画」との継続性も考慮しました。

今後は、本計画に従って、県立高校の再編整備を計画的・段階的に推進していき

ますが、人口動態や社会の変化などを踏まえ、必要に応じて見直しを行うこともあ

ります。
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Ⅱ 高校教育をめぐる現状と課題

本計画では、以下に示す高校教育をめぐる現状と課題を踏まえ、魅力と活力ある県

立高校づくりをより一層推進します。

１ 高校教育に対する社会の要請

社会が急速に変化し続ける時代において、高校教育には、生徒一人一人が社会的

・職業的に自立するとともに、自己実現を目指して生涯にわたり学び続けていける

ように、確かな学力や豊かな人間性等を育むことが求められています。さらに、主

体的に社会に参画し、多様な人々と協働しながら、幅広い視野と柔軟な発想で、新

たな価値を創造し、持続可能な社会づくりに貢献できる人材を育成することが求め

られています。

また、人口減少や少子高齢化の進展により、経済の停滞や社会の活力の低下が懸

念されており、本県においては、特に、中山間地域など県の周縁部で、地域を支え

る様々な活動の担い手が不足してきています。このような中で、地元産業や地域社

会の将来を担う人材の育成など、高校が地域振興に果たす役割への期待が高まって

います。このため、各高校が専門性を発揮し、高校生の新しい発想、活力を生かし

て地域課題を探求する学習を充実するなど、地域との連携を図りながら、郷土愛や、

地域に貢献しようとする思いや態度を育んでいく必要があります。

さらに、本県産業がバランス良く持続的に発展していくためには、各産業を担う

人材の育成が必要であることから、特に職業系専門学科においては、学科構成のバ

ランスに留意するとともに、企業や大学、県の試験研究機関等との連携を図りなが

ら、産業界のニーズに対応した実践的な職業教育を充実し、専門的知識・技能の基

礎を身に付けさせていく必要があります。
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２ 県立高校の現状と課題

（1） 生徒の多様化

本県では、高校等※への進学率が98％を超えて推移しており、生徒の目的意識や、

興味・関心、進路希望、能力・適性等は多様化しています。このような状況を踏ま

え、第一期再編計画では、全ての県立高校の特色化の推進を図るとともに、総合学

科高校※や中高一貫教育校※、フレックス･ハイスクール※などの新しいタイプの学校

を設置し、生徒の様々な学習ニーズへの対応や学習機会に係る選択肢の充実を進め

てきました。

今後とも、生徒一人一人がそれぞれの夢の実現に向け、意欲的に高校生活を送れ

るよう、優れた才能や個性を伸ばすための取組の推進や、基礎的・基本的な学習内

容の確実な定着を図るための学習機会の提供など、多様な学びのニーズに応える取

組の推進が求められています。

（2） 生徒数の減少

県内の中学校卒業者数は、平成元年の33,066人をピークに減少を続け、平成29年

にはピーク時の57％に当たる18,888人まで減少しました。

この生徒数の減少に対し、県教育委員会では、第一期再編計画を策定し、県立高

校の適正規模を１学年４から８学級と定め、適正規模未満の学校や将来適正規模の

維持が困難となることが見込まれる学校を中心に９組の学校を統合することで、規

模の適正化を図ってきました。この結果、現在は、全ての全日制県立高校の学校規

模が適正規模内となっています。しかし、全体的に小規模化が進んでおり、県の周

縁部では、入学者数が募集定員を大きく下回り、１学年４学級の維持が困難になっ

ている学校もあります。

【高校等】全日制･定時制･通信制の高等学校の他、中等教育学校、高等専門学校、特別支援学校高等部への進

学者を含んでいます。

【総合学科高校】国語、数学などの共通教科･科目及び商業、家庭、芸術などの専門教科･科目にわたる幅広い

選択科目の中から、将来の進路を考え自分で科目を選択して学ぶことができる高校です。本県では６校設置

しています。

【中高一貫教育校】中学校と高校を接続し、６年間の計画的・継続的な教育を行う学校で、中等教育学校、併

設型、連携型の３つの設置形態があります。本県では併設型中高一貫教育校を３校設置しています。

【フレックス・ハイスクール】単位制による昼夜間開講の定時制及び通信制を併置した独立校を表す、本

県における呼称です。
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平成23年度以降、19,000人前後で推移していた中学校卒業者数ですが、平成30年

度以降、再び急激な減少に転じ、10年後の平成39年には、16,200人程度と、平成29

年の卒業生と比べ14%程度減少することが見込まれています。現在59校ある全日制県

立高校を維持しながら学級減のみで対応した場合、複数の学校が適正規模未満にな

るなど、高校の小規模化が著しく進行します。

学校の小規模化は、生徒同士の切磋琢磨の機会が減少するとともに、教員数の減

少により、科目ごとの専門性の高い教員の配置が困難になったり、生徒の多様なニ

ーズに応じた柔軟な教育課程の編成が困難になったりするほか、学校行事や部活動

なども制限され、特色ある教育活動の取組に支障が生じやすくなります。

このため、引き続き適正な学校規模の維持に努めていく必要がありますが、その

一方で、適正規模の維持が困難、または、将来困難となることが見込まれる学校は、

中山間地域など、通学が不便で、近隣に他の高校がない地域の高校が多く、高校教

育の質の確保と併せて、周辺地域の子供たちの高校教育を受ける機会の確保につい

ても配慮する必要があります。

また、生徒数減少が見込まれる中においても、生徒の興味･関心や進路希望、県民

の要請や地域の期待に応える特色ある学校・学科を、各地域においてバランス良く

配置できるよう努めていく必要があります。

（3）定時制・通信制課程の役割の変化

定時制・通信制課程については、不登校経験者や高校中退経験者、特別な支援を

必要とする生徒など、多様な生徒が在籍している一方、働きながら高校進学を希望

する中学生は若干名となっています。そのため、第一期再編計画において、その役

割を見直し、多様な学習ニーズへの受け皿や、再チャレンジの場としての役割を重

視し、フレックス･ハイスクールとして再編整備することとしました。そして、県南

地域では、複数の定時制課程を統合し、学悠館高校を設置しました。

現在も定時制・通信制課程には多様な生徒が在籍しており、学び直しの機会の提

供など、困難を抱える生徒の自立支援等の面で大きく期待されています。このため、

定時制・通信制課程では、その特長を生かして、学習の時間や方法を柔軟化し、引

き続き、多様な生徒のニーズに応えられる学習環境の整備や、支援の充実に努めて

いくことが求められています。
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Ⅲ 魅力と活力ある県立高校づくり

１ 全日制高校の規模と配置の適正化

（1） 規模の適正化

本県では、引き続き、１学級40人換算で１学年当たり４学級から８学級を適正規

模とし、学校の統合などにより、その維持に努めます。

◇ 基本的な考え方

ア 高等学校には、一定規模の集団の中で、様々な教育活動や生徒同士の切磋琢磨な

どを通して、知識や教養を身に付け、人間性や社会性を培うことが求められていま

す。

そこで本県では、様々な教育活動を効果的に行う観点から、１学年当たり160人か

ら320人、全校で480人から960人を適正規模の学校と考えます。

イ 現在、１学年３学級以下の学校はありませんが、１学年４学級と５学級の学校が

約３分の２を占めており、今後も生徒の減少が続くと、一層の小規模化が進行し、

学習活動を始め、生徒会活動や部活動など多くの面で学校運営に支障が生じること

が懸念されることから、適正な学校規模の維持に努める必要があります。

ウ 様々な面で変革が迫られる厳しい時代にあって、施設・設備や教職員に係る費用

など、限られた県の教育予算を有効に活用する観点からも、適正な学校規模を維持

する必要があります。

エ 適正規模の維持が困難または将来困難となることが見込まれる学校を中心に統合

することなどにより、適正な学校規模の維持に努めます。
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◇ 適正規模の効果

適正規模を維持又は確保した場合、生徒にとっての利点として、次のことが考えら

れます。

ア 生徒の進路希望や学習ニーズに応じた多様な教科・科目を開設できます。

イ 各教科・科目ごとに教員を適正に配置でき、高校教育の専門性が確保できます。

ウ 多くの教職員と接することにより、進路や職業に関する知識が広がり、理解が深

まります。

エ 多様な個性をもった多くの生徒が集まり、様々な場面における生徒同士の切磋琢

磨が期待できます。

オ 文化祭・体育祭などの学校行事や生徒会活動、部活動が活性化します。

カ 生徒と教職員の適度なコミュニケーションが確保され、まとまりと活力のある学

校運営が図れます。

キ 教職員の校務※が適正に配分され、指導の充実が図れます。

【校務】例えば①教育課程に基づく学習指導などの教育活動に関すること②学校の施設設備、教材教具に関す

ること③文書作成処理や会計事務などの学校の内部事務に関すること④教育委員会などの行政機関やＰＴ

Ａ、各種団体との連絡調整など、学校の仕事全体のことをいいます。
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（2） 規模の特例（特例校）

県の周縁部に位置する一部の学校では、特例として、適正規模未満で学校を維持

する場合もあります。

◇ 基本的な考え方

ア 適正規模の維持が困難または将来困難となることが見込まれる学校であっても、

県の周縁部に位置し、中山間地域など通学不便な地域が学校周辺に広がり、近隣に

他の高校がない学校は、特例として、１学年３学級または２学級で生徒の募集をし

ます（以下「３学級特例校」、「２学級特例校」という。）。

イ 特例校では、学校運営協議会制度※を導入するなど、地域と一体となって魅力ある

学校づくりや地域を支える人材の育成に取り組み、生徒の確保に努めます。

ウ 特例校とした後も入学者が募集定員を下回り、将来的にも募集定員分の生徒の確

保が困難であることが見込まれる場合には、次のとおりとします。

３学級特例校については、地元地域とも十分に協議し、統合などを行い募集を停

止するか、または、募集定員を減じ、２学級特例校として生徒の募集を続けます。

２学級特例校については、２学級での生徒募集開始から３年目以降、入学者が２

年連続して募集定員の３分の２未満となった場合は、地元地域とも十分に協議し、

原則として、統合などを行い募集を停止します。

エ 特例校であっても、統合により教育内容の一層の充実と活性化ならびに地区全体

の教育の質の向上が期待される場合には、上述の入学状況にかかわらず、統合を検

討します。

オ 統合などを行う際の計画は、別途定めます。

◇ 対象となる学校

日光明峰高校、 益子芳星高校、 茂木高校、 馬頭高校、 黒羽高校、 那須高校

【学校運営協議会制度】保護者や地域住民などから構成される協議会であり、この協議会を設置した学校

がコミュニティ･スクールです。協議会の委員に任命された保護者や地域住民などが一定の権限を持

って学校運営に参画することを通して、学校が地域と一体となって子どもたちを育む｢地域とともに

ある学校｣づくりを進めることをねらいとします。
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◇ 実行計画

ア 平成30年度に日光明峰高校を２学級特例校、馬頭高校を３学級特例校とします。

イ ア以外の対象となる学校については、地域の中学校卒業者数の見込みや入学者数

の状況等を見ながら特例校とする年度を決定し、その前年度に公表します。

【特例校】

対象高校 実施年度 設置学科 再編の概要

日光明峰高校 Ｈ30年度 普通科 ・２学級特例校

・学校運営協議会制度

の導入

馬頭高校 Ｈ30年度 普通科 ・３学級特例校

水産科 ・学校運営協議会制度

の導入
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（3） 学校の統合

現在59校ある全日制高校について、各地区ごとの生徒の減少率や、各学校の現状、

今後の見通しなどを勘案し、一部の地区において、統合を行います。

◇ 基本的な考え方

ア 適正規模の維持が困難または将来困難となることが見込まれる学校や、適正規模

であっても統合により教育内容の一層の充実と活性化が期待できる学校は、統合を

検討します。

イ 学習や部活動など生徒の多様なニーズに応えるためには、一定規模以上の学校で

あることが必要です。特に、大学進学を目指す生徒が多い普通科高校は、各教科・

科目の専門性に配慮して教員を配置し、切磋琢磨の中で学力の向上を図る観点から、

ある程度大きな学校規模の確保に努めます。

ウ 県立高校の通学区域は廃止※しましたが、８割以上の生徒が旧学区内の高校に進学

している現状、並びに通学範囲に多様な選択肢を確保する観点から、統合校の検討

は、通学圏にも配慮しながら、旧学区ごとに７地区に分けて行います。

エ 統合に当たっては、各学校の特色や学校間の距離にも配慮しながら、各校が培っ

てきた伝統や教育力を十分に継承し、更なる発展に繋がる組み合わせを検討します。

オ 統合新校においては、新たな教育内容・方法等を積極的に導入し、特色ある学校

づくりに努めます。

【県立高校の通学区域の廃止】栃木県立高等学校の通学区域については、栃木県立高等学校の通学区域に

関する規則（平成５年栃木県教育委員会規則第９号）により、７つの通学区域（学区）に分かれてい

ましたが、平成26年４月１日に同規則は廃止したため、現在通学区域はありません。
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◇ 推進計画

ア 全県

平成29年４月現在、本県には全日制高校が59校あります。これを１学年の学級数

で表した学校規模別に見ると、８学級校３校、７学級校６校、６学級校12校、５学

級校22校、４学級校16校であり、１校当たりの１学年平均学級数は、5.3学級となっ

ています。

また、平成29年を基準とした平成34年前後の中学校卒業見込み者数※の減少率（以

下「減少率」という。）は約８％であり、１学級40人換算で24学級程度の学級減が見

込まれ、平成34年度には、１学年平均学級数は、4.9学級となる見込みです。

しかし、この生徒の減少率や、各学校の現状、今後の見通しは、地区ごとに大き

なバラつきがあり、統合が必要となる地区もあります。

イ 宇都宮地区

現在、全日制高校が10校あります。学校規模別では、８学級校３校、７学級校６

校、４学級校１校であり、１校当たりの１学年平均学級数は、7.0学級となっていま

す。

また、減少率は約２％であり、１学級程度の学級減が見込まれ、平成34年度には、

１学年平均学級数は、6.9学級となる見込みです。

このため、今後５年間では、学校の統合の必要性はない見通しです。

ウ 上都賀地区

現在、全日制高校が７校あります。学校規模別では、６学級校１校、５学級校４

校、４学級校２校であり、１校当たりの１学年平均学級数は、4.9学級となっていま

す。

また、減少率は約８％であり、４学級程度の学級減が見込まれ、平成34年度には、

１学年平均学級数は、4.3学級となる見込みです。

しかし、特例校を除いた残りの学校の１学年平均学級数は、4.7学級となる見込み

であることから、今後５年間では、学校の統合の必要性はない見通しです。

【平成34年前後の中学校卒業見込み者数】中学校卒業見込み者数は、地区によっては年ごとに大きな変動が

あることから、平成33年、平成34年及び平成35年の平均値としています。
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エ 下都賀地区

現在、全日制高校が14校あります。学校規模別では、６学級校４校、５学級校７

校、４学級校３校であり、１校当たりの１学年平均学級数は、5.1学級となっていま

す。

また、減少率は約８％であり、６学級程度の学級減が見込まれ、平成34年度には、

１学年平均学級数は、4.6学級となる見込みです。

このため、今後５年間では、学校の統合の必要性はない見通しです。

オ 安足地区

現在、全日制高校が８校あります。学校規模別では、６学級校２校、５学級校４

校、４学級校２校であり、１校当たりの１学年平均学級数は、5.0学級となっていま

す。

また、減少率は約15％と県内で最も高く、６学級程度の学級減が見込まれ、平成

34年度には、１学年平均学級数は、4.3学級となる見込みです。

今後５年間で、多くの学校が４学級となる見通しであることから、学校の活力を

高め、より一層魅力ある学校とするために、１組程度の統合を行います。

カ 芳賀地区

現在、全日制高校が６校あります。学校規模別では、５学級校３校、４学級校３

校であり、１校当たりの１学年平均学級数は、4.5学級となっています。

また、減少率は約２％であり、１学級程度の学級減が見込まれ、平成34年度には、

１学年平均学級数は、4.3学級となる見込みです。

しかし、一部の学校を適正規模未満の特例校とした場合、残りの学校の１学年平

均学級数は、4.8学級となる見込みであることから、今後５年間では、学校の統合の

必要性はない見通しです。

キ 那須地区

現在、全日制高校が８校あります。学校規模別では、６学級校４校、５学級校１

校、４学級校３校であり、１校当たりの１学年平均学級数は、5.1学級となっていま

す。

また、減少率は約13％であり、４学級程度の学級減が見込まれ、平成34年度には、

１学年平均学級数は、4.6学級となる見込みです。

しかし、一部の学校を適正規模未満の特例校とした場合、残りの学校の１学年平
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均学級数は、5.2学級となる見込みであることから、今後５年間では、学校の統合の

必要性はない見通しです。

ク 塩谷・南那須地区

現在、全日制高校が６校あります。学校規模別では、６学級校１校、５学級校３

校、４学級校２校であり、１校当たりの１学年平均学級数は、4.8学級となっていま

す。

また、減少率は約11％であり、２学級程度の学級減が見込まれ、平成34年度には、

１学年平均学級数は、4.5学級となる見込みです。

しかし、特例校を除いた残りの学校の１学年平均学級数は、4.8学級となる見込み

であることから、今後５年間では、学校の統合の必要性はない見通しです。

◇ 実行計画

安足地区において、平成34年度に足利高校と足利女子高校を統合します。

統合新校は、１学年６学級程度の普通科高校とします。また、生徒の意欲や能力を

高め、進路の実現を図る観点から、興味・関心や進路希望等に応じた科目を選択し学

習できる単位制※を導入し、新校舎等を整備するなど、魅力と活力ある学校づくりに努

めます。

なお、新校舎等を整備する場所については、交通の利便性等を考慮し、足利女子高

校の敷地とします。

また、統合の際には、足利高校、足利女子高校の２年生、３年生も同時に新校へ転

学することで、両校の伝統を継承しながら、新たな学校づくりを進めます。

【統 合】

対象高校 実施年度 使用校地 再編の概要

足利高校 Ｈ34年度※１ 足利女子高校※２ ・単位制の導入

足利女子高校 足利高校 ・男女共学化

・新校舎の整備

※１ Ｈ34年度の統合に合わせ、両校の２年生・３年生は統合新校に転学となります。

※２ 主に足利女子高校の校地を使用しますが、足利高校のグラウンドや体育館につ

いても、部活動等で使用します。

【単位制】詳細は21ページを御参照下さい。
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（4） 男女別学校の共学化

男女別学校の共学化については、各高校や地域の実情等に応じて行います。

◇ 基本的な考え方

ア 共学化については、共学校と別学校の共存を望む県民世論にも配慮しながら、各

高校や地域の実情等に応じて行います。

イ 共学化に当たっては、それぞれの学校が培ってきた特色や教育の成果をできるだ

け引き継ぎながら、教育内容の充実を図ります。また、新たな教育内容・方法等を

積極的に導入し、より一層、魅力ある学校づくりに努めます。

◇ 推進計画

ア 別学校の規模が小さくなることにより活力の低下が懸念される場合は、統合に

よって適正規模を確保するとともに、共学化します。

イ 男女別募集定員に片寄りのある地区については、共学化を行います。

◇ 実行計画

ア 平成34年度に足利高校と足利女子高校を統合し、共学化します。また、その際、

単位制を導入します。

イ 平成34年度に宇都宮中央女子高校を共学化します。また、その際、単位制を導入

します。
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【男女共学化】

対象高校 実施年度 設置学科 再編の概要

足利高校 Ｈ34年度※ 普通科 ・統合

足利女子高校 ・単位制の導入

宇都宮中央女子高校 Ｈ34年度 普通科 ・単位制の導入

総合家庭科

※ Ｈ34年度の統合に合わせ、足利高校・足利女子高校の両校の２年生・３年生は

統合新校に転学となります。
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（5） 学科の構成と配置の適正化

募集定員に占める普通系学科と職業系専門学科の割合は、引き続き、現在の７：

３を概ね維持します。また、各職業系専門学科の割合も現状を概ね維持します。

◇ 基本的な考え方

ア 普通系学科※と職業系専門学科※の募集定員の割合については、中学生の進路希望

が７：３である状況等から判断し、引き続き、現在の７：３を概ね維持します。

イ 職業系専門学科の各学科の募集定員の割合についても、中学生の進路希望状況や、

本県産業の特質並びに各産業分野のバランス良い持続的な発展を考慮し、現状を概

ね維持します。

ウ 職業系専門学科の学級減については、学科の閉科を伴うこともあることから、中

学生の進路希望状況や地域のニーズ、また、学びの機会が確保されるよう通学圏に

も配慮しながら行います。

なお、その際、学科の改編も検討します。

◇ 推進計画

① 普通系学科

ア 普通科については、中学生の進路希望状況や学校の特色、地域における役割、生

徒の通学圏等を考慮しながら、各地区ごとの生徒の減少に応じた学級減を行います。

イ 普通系専門学科の数理科学科とスポーツ科については、今後とも生徒の志望動向

や成果などを見極めながら、今後の在り方について検討します。

ウ 総合学科については、興味・関心や進路希望に応じて多様な科目を選択できるこ

とに魅力を感じる生徒も多く、各地域において学校選択肢となるよう維持します。

【普通系学科】本県では、普通科の他、数理科学科、スポーツ科の普通系専門学科及び総合学科を普通系

の学科と位置づけています。

【職業系専門学科】本県では、農業、工業、商業、水産、家庭、福祉に関する職業系専門学科を設置して

います。
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② 職業系専門学科

ア 農業科については、次代を担う農業人材を育成し、本県農業の成長産業化を進め

る観点などから、現在の募集定員の割合を概ね維持します。

閉科を伴う学級減の際は、学科を統合し、コース制※を導入するなどしながら、地

域や中学生のニーズに応えられる、より一層魅力ある学科へと改編します。

イ 工業科については、全国有数の「ものづくり県」としての本県産業の特質を踏ま

え、専門の知識や技術、技能を備えた人材を育成する観点から、現在の募集定員の

割合を概ね維持します。

閉科を伴う学級減の際は、学科を統合し、コース制を導入するなどしながら、地

域や中学生のニーズに応えられる、より一層魅力ある学科へと改編します。

ウ 商業科については、マーケティングや企業会計などビジネスの諸活動において活

躍し、地域経済の活性化に貢献できる人材を育成する観点などから、現在の募集定

員の割合を概ね維持します。

閉科を伴う学級減の際は、引き続き、当該校において関係する学習内容を選択し

学べるよう教育課程を見直します。

エ 水産科については、全国唯一の内陸における水産専門学科として、淡水魚の専門

的学習ができるなど本県の特色となっていることや、地域産業を担う人材を育成す

る観点などから、現在の募集定員を今後も維持します。

オ 家庭科については、衣･食･住に係る生活関連産業分野や、保育や家庭看護などの

ヒューマンサービス分野のニーズが高まっていることから、現在の募集定員を今後

も維持します。

カ 福祉科については、関連産業への従事者育成に加え、福祉教育のもつ教育力の活

用や地域における福祉活動の担い手育成の観点から、現在の募集定員を今後も維持

するとともに、一部の総合学科に福祉系列※を導入するなど、福祉に対する興味・関

心の喚起や基礎的な知識・技能の修得の機会を拡充します。

【コース制】２年次から、興味･関心や進路希望に応じて、学科の学習内容を細分化･重点化したコース(類型)

に分かれて専門性を深めていく学び方です。

【系列】総合学科において開設される多様な選択科目を、体系性や専門性などにおいて関連のある科目によっ

て構成した総合選択科目群のことです。生徒自身の進路の方向に沿った科目履修が可能となるよう、科目

選択の目安として各学校ごとに設定されています。例えば、人文社会系列、自然科学系列、情報メディア

系列、芸術・スポーツ系列などがあります。
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◇ 実行計画

① 普通系学科

普通科、普通系専門学科及び総合学科において、計画期間中に16学級程度の学級

減を行います。

学級減の対象校及び実施年度については、原則として、これまでの募集定員の公

表と同様、実施の前年度に公表します。

② 職業系専門学科

ア 農業科については、栃木農業高校と小山北桜高校で、学級減を伴う学科改編を行

います。

栃木農業高校では、農業科、生物工学科、農業土木科、食品化学科、生活科学科

の５学科５学級を改編し、新たに植物科学科、動物科学科、環境デザイン科、食品

科学科の４学科４学級の募集とします。その際、全ての学科をコース制とすること

で、生徒や地域の多様なニーズに対応します。

小山北桜高校では、園芸科学科と造園土木科の２学科２学級を統合改編し、食料

環境学科１学級の募集とします。その際、コース制を導入することで、引き続き、

園芸作物等の栽培や造園などに関する学習の機会を維持します。

各校の実施年度については、地域の中学校卒業者数の見込等から引き続き検討し

ます。
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イ 工業科については、栃木工業高校、足利工業高校、那須清峰高校で、学級減を伴

う学科改編を行います。

栃木工業高校では、電子科と情報技術科の２学科２学級を統合し、電子情報科１

学級の募集とします。その際、コース制を導入することで、引き続き、電子や情報

に関する学習の機会を維持します。

足利工業高校では、電気科と電子機械科の２学科２学級を統合し、電気システム

科１学級の募集とします。その際、コース制を導入することで、引き続き、電気や

電子機械に関する学習の機会を維持します。

那須清峰高校では、電気科と情報技術科の２学科２学級を統合し、電気情報科１

学級の募集とします。その際、コース制を導入することで、引き続き、電気や情報

に関する学習の機会を維持します。また、電子機械科の学科名を機械制御科に変更

します。

各校の実施年度については、地域の中学校卒業者数の見込等から引き続き検討し

ます。

ウ 商業科については、計画期間中に３学級程度の学級減を行います。

足利清風高校では、情報処理科を募集停止とします。しかし、その後も商業科の

選択科目で情報処理について学べるよう教育課程を見直します。実施年度について

は、地域の中学校卒業者数の見込等から引き続き検討します。

その他の商業科の学級減の対象校及び実施年度については、原則として、これま

での募集定員の公表と同様、実施の前年度に公表します。

エ 福祉科については、現在３校に設置していますが、学科名が社会福祉科、教養福

祉科と異なることから、介護福祉科に統一します。

また、総合学科において、平成33年度から小山城南高校の福祉に関する系列を充

実させるとともに、平成34年度からは黒磯南高校に新たに福祉系列を導入します。



- 19 -

【学科の改編・募集停止（閉科）】 ※ は、新たな学科

対象高校 設置学科 再編の概要

栃木農業高校 植物科学科 ・農業科、生物工学科、農業

動物科学科 土木科、食品化学科、生活

環境デザイン科 科学科の５学科からの改編

食品科学科 ・コース制の導入

小山北桜高校 食料環境学科 ・園芸科学科と造園土木科の

建築システム科 統合･改編

総合ビジネス科 ・コース制の導入

生活文化科

栃木工業高校 機械科 ・電子科と情報技術科の統合･

電気科 改編

電子情報科 ・コース制の導入

足利工業高校 機械科 ・電気科と電子機械科の統合･

電気システム科 改編

産業デザイン科 ・コース制の導入

那須清峰高校 機械科 ・電気科と情報技術科の統合･

建設工学科 改編

電気情報科 ・コース制の導入

機械制御科 ・学科名変更

商業科

足利清風高校 普通科 ・情報処理科の募集停止

商業科 ・情報処理に関する選択科目

の設置

※ 実施年度については、引き続き検討します。
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２ 特色化の推進

（1） 各学校の特色化の推進

生徒一人一人の学ぶ意欲や目的意識を高め、個性や能力の一層の伸長を図るため、

引き続き、各学校の特色化を推進します。

◇ 基本的な考え方

ア 生徒一人一人の学ぶ意欲や目的意識を高め、個性や能力の一層の伸長を図るため、

生徒の様々な学習ニーズに対応した学習機会を選択肢として提供するなど、引き続

き、各学校の特色化を推進します。

イ 確かな学力の育成を図るため、生徒や学校の実態に応じて、義務教育段階での学

習内容の確実な定着を図るための学び直しの指導をより一層充実させます。

ウ 勤労観・職業観をしっかり育んでいくため、インターンシップ※の充実を図るとと

もに、生徒や学校の実態に応じて、普通系高校においても、職業系専門科目を学べ

る類型を設置するなど、教育課程の工夫に努めます。

エ 地域社会を担う人材の育成を図るため、地域の特性を生かした学びの機会を充実

させます。

オ 学校間、学科間の連携や、大学、企業、地域等と連携した教育活動を推進します。

カ ＳＳＨ（スーパーサイエンスハイスクール）やＳＧＨ（スーパーグローバルハイスクール）、ＳＰＨ（スーパープロフェッショナルハイス

クール）など国の支援事業※の活用、単位制やコミュニティ・スクールの導入、県の支援

事業※などにより、特色化の推進を図ります。

【インターンシップ】生徒が企業等において実習・研修的な就業体験をする制度のことです。

【ＳＳＨ(スーパーサイエンスハイスクール)事業】将来の国際的な科学技術関係人材の育成を目指し、先進

的な理数教育を実施する高校等を支援する文部科学省の事業です。本県の県立高校では、平成29年度

現在、宇都宮女子高校、栃木高校及び足利高校が指定されています。

【ＳＧＨ(スーパーグローバルハイスクール)事業】国際化を進める大学等と連携を図り、将来国際的に活躍

できるグローバル・リーダーの育成に取り組む高校等を支援する文部科学省の事業です。平成29年度

現在、佐野高校が指定されています。

【ＳＰＨ(スーパープロフェッショナルハイスクール)事業】大学・研究機関・企業等と連携を図り、社会の

第一線で活躍できる専門的職業人を育成する専門高校を支援する文部科学省の事業です。平成29年度

現在、宇都宮工業高校が指定されています。

【県の支援事業】平成29年度現在、県立高校を対象に、「スタディ･フロンティア推進事業」や「定通制学

力アップ支援事業」などを実施しています。
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（2） 単位制高校

興味・関心や進路希望等に応じた科目を選択し学習できる単位制を全日制普通科

を中心に導入します。

◇ 基本的な考え方

ア 生徒の興味・関心や進路希望等に応じた多様な教科・科目の開設や、学習習熟度

別少人数授業の充実が可能となる単位制の利点を生かし、個に応じたきめ細かな教

育活動を展開します。

イ 生徒や学校の実情、地域のニーズ等を踏まえながら、幅広い選択科目の開設や半

期での単位認定など、単位制ならではの特色ある教育課程の編成と運用に努めます。

ウ 生徒が自分の学習計画に基づいて、幅広く開設された選択科目の中から、主体的

に科目を選択し学習することを通して、意欲や能力を高め、進路実現を図る学校を

目指します。

エ 生徒ができるだけ早期に目的意識を明確化し、適切な科目選択ができるように、

ガイダンス機能の充実を図ります。

◇ 推進計画

ア 大学進学を目指す生徒が多い高校や３学級特例校に単位制を導入します。

イ 大学進学を目指す生徒が多い高校では、希望する大学への進路実現に向けた応用

力や実践力向上のための科目、学問への興味・関心や探究心を高める発展的な学習

内容の科目を開設するなど、教育課程の工夫により、特色化を図ります。

ウ ３学級特例校では、職業系専門科目や地域課題等を探究する科目を開設するなど、

生徒の多様な進路希望や学習ニーズへの対応に重点を置いて、特色化を図ります。

◇ 実行計画

ア 平成34年度に、足利高校と足利女子高校の統合新校、並びに宇都宮中央女子高校

を共学化した新校に単位制を導入します。

イ ３学級特例校については、特例校とする年度に単位制を導入します。



- 22 -

【単位制の導入】

対象高校 導入年度 設置学科 再編の概要

足利高校と足利女子高校の Ｈ34年度 普通科 ・進学に重点

統合新校

宇都宮中央女子高校 Ｈ34年度 普通科 ・進学に重点

（共学化した新校） 総合家庭科 ・男女共学化

馬頭高校 Ｈ30年度 普通科 ・多様な学びに重点

水産科 ・特例校
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（3） コミュニティ・スクール

「地域とともにある学校」づくりを進めるため、各高校や地域の実情等に応じて

学校運営協議会を設置し、コミュニティ・スクールとします。

◇ 基本的な考え方

ア 学校運営協議会を設置し、地域住民や保護者などが一定の権限を持って学校運営

に参画することを通して、学校が地域と一体となって子どもたちを育む「地域とと

もにある学校」づくりを進めます。

イ 学校運営の基本方針を地域住民や保護者などと共有するとともに、地域住民や保

護者などの意見を学校運営や教育活動に反映させます。

ウ 地域の教育力を積極的に活用しながら、地域ならではの創意や工夫を生かした特

色ある学校づくりを進めるとともに、地域を支える人材の育成に取り組みます。

◇ 推進計画

ア 特例校をコミュニティ・スクールとします。

イ 特例校以外の高校についても、各高校や地域の実情等に応じてコミュニティ・ス

クールとすることを検討します。

◇ 実行計画

特例校については、特例校とする年度にコミュニティ・スクールとします。

【コミュニティ・スクール（学校運営協議会の設置）】

対象高校 設置年度 再編の概要

日光明峰高校 Ｈ30年度 ・２学級特例校

馬頭高校 Ｈ30年度 ・３学級特例校
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３ 定時制高校・通信制高校の規模と配置の適正化

多様な生徒のニーズに応えられる学習環境等の整備や、社会的自立に向けた教育

や支援の充実に努めるとともに、規模や配置についても検討します。

◇ 基本的な考え方

ア 定時制・通信制は、勤労青少年の学びの場に加え、不登校経験者や高校中退者等

の学び直し、再チャレンジの場としての役割も重視し、より柔軟な学習時間帯とす

るなど、多様な生徒のニーズに応えられる学習環境等の整備や、社会的自立に向け

た教育や支援の充実に努めます。

イ 定時制高校の規模や配置については、広域での統合を伴う新たなフレックス・ハ

イスクールを設置するのではなく、生徒のニーズや通学の実態などを考慮しながら、

各通学圏ごとに検討します。

ウ 通信制高校については、スクーリング※等に通学しやすい環境となるよう学校の配

置や規模、協力校※の設置などについて研究を進めます。

【スクーリング】通信制高校においては、各教科・科目のレポート添削指導、面接指導及び試験により教

育を行うものとされており、この登校による面接指導をスクーリングと呼びます。

【協力校】通信制高校（実施校）の遠隔地に居住する生徒の通学の便宜を図るため、スクーリングや試験

等に協力する高校（協力校）の設置が認められています。
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◇ 推進計画

ア 全日制高校に併置された定時制においては、全日制の施設、教室等の使用状況を

見ながら、定時制の専用教室や専用フロアなどの確保に努め、生徒にとって居心地

のよい学習環境を整えます。

イ １学年２学級分の専用教室が確保できる定時制高校では、高まっている昼間の学

習ニーズに応えるため、新たに午後部を設置し、昼夜間の二部制定時制高校に改編

します。また、三年間での卒業を目指して、他の部の授業を選択履修することも可

能とします。

ウ １学年１学級分の専用教室が確保できる定時制高校では、柔軟な学習時間帯とす

るため、夜間の４時間の授業に加え、夕方にも２時間の授業を開設します。このこ

とにより、自分の学習時間帯を、夕方から４時間、夜間のみ４時間、夕方･夜間６時

間の３つから選択することを可能とします。なお、１日６時間の学習を選択した場

合、三年間での卒業も可能となります。

エ 地域の生徒の減少や生徒のニーズを踏まえ、定時制高校の学級減や学科の転換を

行います。その際、普通科に転換する場合は、基礎的・基本的な知識の修得ととも

に、社会的・職業的自立に向けて、学校の特色に応じ、工業や商業など職業に関す

る科目も開設します。

オ 定時制の統合については、生徒のニーズや通学圏などを考慮しながら、二部制定

時制など、生徒のニーズに応えられる魅力ある学校づくりとなるよう引き続き検討

します。

カ 定時制・通信制で学ぶ様々な困難を抱える生徒にきめ細かく対応できるよう、ス

クールカウンセラー※やスクールソーシャルワーカー※等の専門スタッフの配置や派

遣など支援・相談体制の充実に努めます。

【スクールカウンセラー】児童生徒の臨床心理について専門的な知識及び経験を有し、不登校や問題行動

等に関して、児童生徒の悩みや不安に対する相談や教員及び保護者に対する助言・援助等を行うこと

により、学校の教育相談体制を支援します。

【スクールソーシャルワーカー】社会福祉等の専門的な知識・技術を活用し、問題を抱えた児童生徒を取

り巻く環境に働きかけ、家庭、学校、地域の関係機関をつなぎ、児童生徒の悩みや抱えている問題の

解決に向けて支援します。
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◇ 実行計画

ア 平成32年度から、宇都宮工業高校の定時制に新たに午後部を設置し、昼夜間の二

部制定時制とします。なお、午後部は普通科１学級とし、夜間部はこれまでの工業

技術科２学級を１学級に減じます。普通科では、工業に関する科目も選択できるよ

う教育課程を工夫します。

イ 平成31年度から足利工業高校と真岡高校の定時制に、平成32年度から鹿沼商工高

校の定時制に、夜間の４時間の授業に加え、それぞれ夕方にも２時間の授業を開設

します。

ウ 平成31年度から学悠館高校の商業科の募集を停止します。また、平成32年度に鹿

沼商工高校定時制の商業科を普通科に転換します。いずれの場合においても、普通

科において商業科目を選択し学べるよう、教育課程を工夫します。

エ 学科転換や閉科を伴わない学級減については、原則として、実施の前年度に公表

します。
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【定時制高校の再編】

対象高校 実施年度 授業時間帯 設置学科 再編の概要

宇都宮工業高校 Ｈ32年度 午後 普通科 ・昼夜間の二部制定時制

夜間 工業技術科 ・工業技術科１学級減

鹿沼商工高校 Ｈ32年度 夕夜間 普通科 ・商業科から普通科へ

学科転換

・夕夜６時間の授業を

開設

学悠館高校 Ｈ31年度 午前 普通科 ・商業科の募集停止

午後 普通科

夜間 普通科

足利工業高校 Ｈ31年度 夕夜間 工業技術科 ・夕夜６時間の授業を

開設

真岡高校 Ｈ31年度 夕夜間 普通科 ・夕夜６時間の授業を

開設



- 28 -

第二期県立高等学校再編計画（案）【実行計画総括表】

実 行 計 画

項 目 再編の内容 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

１． (2)規模の特例 日光明峰 （地域の生徒減や入学者数の状況等に応じ特例校）

全日制高 （特例校） 馬頭 益子芳星 茂木 黒羽 那須

校の規模 (3)学校の統合 足利

と配置の 足利女子

適正化 (4)男女別学校 宇都宮中央

の共学化 女子

足利

足利女子

(5) （実施年度については引き続き検討）

学科の 農業 栃木農業 小山北桜

構成と (農業５学科の４学科への改編) (園芸科学・造園土木科の改編)

配置の （実施年度については引き続き検討）

適正化 工業 栃木工業 足利工業 那須清峰

(電子科･情報技術科の改編) (電気科･電子機械科の改編) (電気科･情報技術科の改編)

(電子機械科の名称変更)

（実施年度については引き続き検討）

商業 足利清風

(情報処理科の募集停止)

福祉 小山城南 黒磯南

系列 (福祉系列の充実) (福祉系列の導入)

２． (2) 宇都宮中央

特色化の 単位制 進学に 女子(共学校)

推進 高校 重点 足利

足利女子

多様な 馬頭 （３学級特例校に合わせ導入）

学びに 益子芳星 黒羽 那須

重点

(3)コミュニテ 日光明峰 （特例校に合わせ導入）

ィ・スクール 馬頭 益子芳星 茂木 黒羽 那須

３． 午後部の設置 宇都宮工業

定時制高 (昼夜間二部制) (午後部 普通科を設置)

校・通信 夕夜６時間の 足利工業 鹿沼商工

制高校の 授業開設 真岡

規模と配 (夕夜間定時制)

置の適正 学科転換・ 学悠館 鹿沼商工

化 募集停止(閉科) (Ⅲ部商業科募集停止) (商業科を普通科へ転換)

※ 番号は本文に準拠 通常の学級減については記載していない。
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http://www.pref.tochigi.lg.jp/m01/education/kyouikuzenpan/keikaku/koukousaihen-top.html 
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